
株式会社ニシムラに対する勧告について 

 

令和８年１１月１３日 

公 正 取 引 委 員 会 

 

公正取引委員会は、本日、株式会社ニシムラ（以下「ニシムラ」という。）に

対し、改正前の下請法（注１）第７条第２項（注２）の規定に基づく勧告を行った（詳

細は別添勧告書参照）。 

 

法 人 番 号 ８１２２００１０１９５４５ 

名    称 株式会社ニシムラ 

本店所在 地 大阪府八尾市千塚二丁目１６２番地 

代  表  者 代表取締役 西村 成広 

事業の概 要 丁
ちょう

番
ば ん

等の製造販売 

資  本  金 ３２４０万円 
  
違反事実の概要 ニシムラは、下請事業者１３名に対し、自社が販売し又

は製造を請け負う丁番の部品等の製造を委託したところ、

令和６年６月から令和７年４月までの間、自社の利益を確

保するため、下請代金の額から当該額に一定率を乗じて得

た計１１０８万６１７５円を「協力金」の名目で減じた。 

なお、ニシムラは不利益額の全部（計１１０８万６１７

５円）を支払った。 

主な勧告の内容 今後、中小受託事業者の責めに帰すべき理由がないのに、

製造委託等代金の額を減じないことを取締役会の決議に

より確認すること。 

違 反 法 条 改正前の下請法第４条第１項第３号（下請代金の減額の禁止） 

（注１） 下請代金支払遅延等防止法（昭和３１年法律第１２０号）は、下請代金支払遅延等防止法及び

下請中小企業振興法の一部を改正する法律（令和７年法律第４１号。以下「改正法」という。）に

より改正され、製造委託等に係る中小受託事業者に対する代金の支払の遅延等の防止に関する法

律（以下「改正後の取適法」という。）となった。「改正前の下請法」とは、改正法による改正前の

下請代金支払遅延等防止法をいう。 

（注２） 「改正前の下請法第７条第２項」とは、改正法附則第２条第２項の規定によりなお従前の例に    

よることとされる改正前の下請法第７条第２項をいう。 

 

 

 

 

問い合わせ先 公正取引委員会事務総局近畿中国四国事務所第二取引適正化調査課 

        電話 ０６－６８０９－２１５６（直通） 

ホームページ https://www.jftc.go.jp/ 



※ 令和７年１２月までになされた製造委託等にあっては、改正前の下請法が

適用され、令和８年１月以降になされた製造委託等にあっては、改正後の取

適法が適用される。本公表文においては、内容に応じて適当な字句を用いて

いる。 

 

改正前の下請法  改正後の取適法 

下請代金 
 

製造委託等代金 

親事業者    委託事業者 

下請事業者  中小受託事業者 

  






















